事　務　執　行　概　要

国民健康保険課
平成２８年度　事業別最終予算額及び決算額（又は決算見込み額）　　　

（単位：千円）

	事業名
	最終予算額
	決算額又は

決算見込み額
	グループ名

	国民健康保険保険基盤安定負担金


	３８，１２５，７８５
	３８，１２５，７８５
	広域化・制度推進グループ

	国民健康保険高額医療費共同事業費負担金
	８，３３３，４６０
	７，６９５，７４５
	広域化・制度推進グループ

	国民健康保険法に基づく都道府県調整交付金
	５０，９５５，１２０
	５０，２１７，７５０
	広域化・制度推進グループ

	国民健康保険特定健診・特定保健指導負担金


	１，０４５，０８４
	１，０４５，０８４
	広域化・制度推進グループ

	大阪府国民健康保険事業助成補助金


	３００，０００
	２９９，９０９
	広域化・制度推進グループ

	国民健康保険財政安定化基金


	２，８９５，４８５
	２，８９３，７１９
	広域化・制度推進グループ

	大阪府国民健康保険団体連合会国民健康保険診療報酬審査支払事務補助金
	１１，４１６
	１１，４１６
	広域化・制度推進グループ

	後期高齢者医療給付費負担金


	８０，６５７，９３４
	８０，６５７，９３４
	広域化・制度推進グループ

	後期高齢者医療高額医療費負担金


	５，６３３，２５５
	５，６３３，２５５
	広域化・制度推進グループ

	後期高齢者医療財政安定化基金


	１，８５７
	２６０
	広域化・制度推進グループ

	後期高齢者医療保険基盤安定負担金


	１５，２０３，６２６
	１５，２０３，６２６
	広域化・制度推進グループ

	老人医療費助成事業費補助金

	７,４３８,６１１
	７,２３３,４２３
	福祉医療グループ



	身体障がい者及び知的障がい者医療費助成事業費補助金
	５,５３７,８２２
	５,３３４,６５０
	福祉医療グループ

	ひとり親家庭医療費助成事業費補助金
	３,４２６,８２３


	３,３１４,１４５
	福祉医療グループ

	乳幼児医療費助成事業費補助金

	３,３６５,８６３
	３,２６６,８２６
	福祉医療グループ

	福祉医療費助成制度円滑運営費補助金
	２６,１３５
	２６,１３５
	福祉医療グループ


総務企画グループ
　
　
　　大阪府国民健康保険団体連合会に対して、その事業の健全かつ円滑な運営が図られるよう指導を行うとともに必要な支援・助言等に努めた。
　　また、大阪府国民健康保険審査会及び大阪府後期高齢者医療審査会の運営を実施した。

課の一般庶務、予算執行などのほか、物品の購入・出納等に関する事務の適正な執行に努めた。

Ⅰ　大阪府国民健康保険審査会及び大阪府後期高齢者医療審査会の運営

１　大阪府国民健康保険審査会

被保険者代表　３名　　　　審査請求件数（受理）　２０４件　

審査会組織　　　　　保険者代表　　３名　　　　　　　　　　（裁決）　４２４件

（９名）　　　　　　公益代表　　　３名

○根拠法令

・国民健康保険法第９２条
２　大阪府後期高齢者医療審査会

被保険者代表　３名　　　　審査請求件数（受理）　２６８件　

審査会組織　　　　　広域連合代表　３名　　　　　　　　　　（裁決）　２９４件

（９名）　　　　　　公益代表　　　３名

○根拠法令

・高齢者の医療の確保に関する法律第１２９条

広域化・制度推進グループ
　
　国民健康保険及び後期高齢者医療制度に関し、保険者の健全な財政確保と事業の円滑な運営を図るため、必要な支援・助言等に努めた。

Ⅰ　国民健康保険に係る事業

１　保険者に対する指導助言等

保険者の健全な財政確保と事業の円滑な運営を図るため、事業運営に関する指導監督等を実施した。

　

（１）一般状況

保険者数　　　　　　  　５９

市町村　　　４３

国民健康保険組合　　　１６

（２）指導監督等の実施状況

	　
区　　　分


	保険者数
	実施保険者数
（実施回数）
	内　　　　　　　訳
	（参　考）
厚生労働省による指導監査実施保険者数

（実施回数）

	
	
	
	一般指導監督等
実施保険者数

（実施回数）
	特別指導監督等
実施保険者数

（実施回数）
	

	市町村
	43
	45
	43
	2
	1

	国民健康保険組合
	16
	 8
	 8
	0
	0

	計
	59
	53
	51
	2
	1


（３）指導監督等の内容

ア　市町村

財政の健全性の確保向上について　　　　３７件

収納率の向上について　　　　　　　　　１３件

特定健診受診率向上について　　　　　　２９件

○根拠法令

・国民健康保険法第４条第２項、第１０６条第１項、第１０８条第１項

（４）大阪府国民健康保険広域化等支援方針

　　　市町村国保の運営の広域化や財政の安定化を目的として、府内市町村国保に共通する収納率などの目標設定や、医療費適正化の取組みなどを、一層推進するための方針として、平成27年度以降の方針を策定している。

○根拠法令

・国民健康保険法第６８条の２

（５）国民健康保険組合の規約等の認可・届出

ア　認可件数　　　　　　　２１件（保険者数　　１２）
規約の変更　　　　　１０件（同上　　　　　８）
借入金、財産処分　　１１件（同上　　　　　８）

イ　届出件数　　　　　　　６９件（保険者数　　１６）
収入支出の予算　　　４２件（同上　　　　１６）
決算報告　　　　　　１６件（同上　　　　１６）
役員の変更等　　　　１１件（同上　　　　　９）
○根拠法令

・国民健康保険法第２７条第２項、第４項

・国民健康保険法施行令第２３条第２項

・国民健康保険法施行規則第２３条

２　保険者に対する財政運営の指導

（１）　国民健康保険事業の健全な財政運営を図るため、予算編成等に対する指導を行った。

○根拠法令

・国民健康保険法第４条第２項

（２）　国民健康保険法第６９条、第７０条、第７２条、第７２条の４第２項、第７２条の５、第７３条、第７４条及び第８１条の２第５項の規定に基づき、国民健康保険事業にかかる国庫負担（補助）金が市町村及び国民健康保険組合に対し交付された。

［国庫負担（補助）金の交付状況］

（単位：円）

	
	区　　　分
	交付金額
	内　　　　　　　　　訳

	市町村
	療養給付費等
負　担　金


	177,193,560,811
	療養給付費負担金　　　　          　123,312,227,653

	
	
	
	老人保健医療費拠出金負担金　　　       　　　　 　0

	
	
	
	介護納付金負担金　　　　　　         14,815,621,382

	
	
	
	後期高齢者医療支援金負担金　　　　　 39,065,711,776

	
	財政調整交付金
	70,277,366,000
	普通調整交付金　　　　　　         　62,988,907,000
特別調整交付金　          　　　　　  7,288,459,000

	
	保険基盤安定負担金
	10,915,835,171
	

	
	高額医療費共同事業費負担金
	7,695,744,979
	

	
	特定健康診査・保健指導負担金
	1,051,383,000
	

	
	計
	267,133,889,961
	

	国保組合
	事務費負担金
	163,916,635
	

	
	療養給付費等
補　助　金
	18,433,966,296
	療養給付費補助金
（定率分）　　　　　　8,998,678,036

　　　　　　　　（普　調）            3,566,295,000

　　　　　　　　（特　調）            　459,169,000

老人保健医療費拠出金補助金

（定率分）           　　 　　　　0

　　　　　　　　（普　調）            　  　　　　0

　　　　　　　　（特　調）               　 　　　0

介護納付金補助金

（定率分）　　        1,232,299,584

　　　　　　　　（普　調）            　523,452,000

　　　　　　　　（特　調）            　 　　　　 0

後期高齢者医療支援金補助金

（定率分）            2,445,341,676

　　　　　　　　（普　調）            1,208,731,000

　　　　　　　　（特　調）               　　　　 0

	
	特定健康診査・保健指導補助金
	27,566,000
	

	
	出産育児一時金等補助金
	276,991,000
	出産育児一時金　　　　　　　　　　　　　152,660,000
高額医療費共同事業　　　　　　　　　　　124,331,000

	
	計
	18,902,439,931
	


３　保険者に対する財政援助

　　国民健康保険事業の円滑な運営を図るため、国民健康保険法に基づき次のとおり負担金等の交付を行った。

予　算　額　　98,759,449千円

決　算　額　　97,384,273千円

　（１）国民健康保険保険基盤安定負担金

交　付　額　　38,125,784,994円

対　　　象　　府内４３市町村

　（２）国民健康保険高額医療費共同事業費負担金

交　付　額　 　7,695,744,979円

対　　　象　　府内４３市町村

　（３）国民健康保険法に基づく都道府県調整交付金

交　付　額　　50,217,750,000円

対　　　象　　府内４３市町村

　（４）国民健康保険特定健診・特定保健指導負担金

交　付　額　　 1,045,084,000円

対　　　象　　府内４３市町村

　（５）大阪府国民健康保険事業助成補助金

交　付　額　　  299,909,000円

対　　　象　　府内４３市町村

○根拠法令

・国民健康保険法第４条第２項、第７２条の２、

第７２条の３第２項、第７２条の４第３項、

第７２条の５、第７５条、第８１条の２第５項

４　国民健康保険制度改革

　（１）大阪府国民健康保険運営協議会の設置

　　　改正国民健康保険法に基づき、大阪府国民健康保険運営方針の策定等、国民健康保険事業の運営に関する事項を審議するため、「大阪府国民健康保険運営協議会」を設置した。

○根拠法令

　・大阪府国民健康保険運営協議会条例、国民健康保険法第11条、医療保険制度改革関連法附則第９条

（２）国民健康保険財政安定化基金

　　　国民健康保険の財政の安定化を図るため、国民健康保険法第81条の２に基づき平成27年度に設置した財政安定化基金に対し、積立てを行った（造成については全額国費）。

予　算　額　2,895,485千円
決　算　額　2,893,719千円
○根拠法令

・大阪府国民健康保険財政安定化基金条例、国民健康保険法第81条の２、医療保険制度改革関連法附則第６条、第９条

５　大阪府国民健康保険団体連合会に対する助成
　　大阪府国民健康保険団体連合会に対して、その事業の健全かつ円滑な運営が図られるよう診療報酬審査支払事務等に要する経費に対し、次のとおり補助金の交付を行った。

予　算　額　　11,416千円
決　算　額　　11,416千円
Ⅱ　後期高齢者医療制度に係る事業

【後期高齢者医療制度について】

　　　７５歳以上の高齢者（一定の障がいがあると認定された６５歳以上の方を含む）は、平成２０年３月まで、国民健康保険等の医療保険に加入しながら、老人保健制度で医療給付を受けていたが、急速な高齢化の進展に対応するため、新たな医療制度として平成２０年４月に創設された。

　

　　　　根拠法　　　　　　　高齢者の医療の確保に関する法律

　　　　対象者　　　　　　　75歳以上の方及び65歳以上で一定の障がいがあると認定された方

自己負担金（一部負担金）　１割（一定所得以上の方　3割）

給付費の財源構成　　公費約5割・後期高齢者支援金約4割・保険料約1割

運営主体（保険者）　大阪府後期高齢者医療広域連合

１　保険者に対する指導助言等

　　健全な財政確保と事業の円滑な運営を図るため、事業運営に関する指導監督等を実施した。

	区　　　分
	指導監督等

	
	書面審査による指導監督
（実施回数）
	実地による指導監督
（実施回数）

	大阪府後期高齢者医療広域連合
	1
	1

	市町村
	43
	12

	計
	44
	13


２　制度の安定化に向けた財政支援

大阪府後期高齢者医療広域連合の行う後期高齢者医療制度に対し、その運営の安定化を図るため、次のとおり財政支援を行った。

（１）後期高齢者医療給付費負担金（府負担率１／１２）

　　　高齢者の医療の確保に関する法律第96条第1項に基づく給付額の府費負担分を大阪府後期高齢者医療広域連合に交付した。

　　　　　　　　予　算　額　　80,657,934千円

　　　　　　　　決　算　額　　80,657,934千円

（２）後期高齢者医療高額医療費負担金（府負担率１／４）

高額な医療費の発生による大阪府後期高齢者医療広域連合の財政リスクを軽減するため、高齢者の医療の確保に関する法律第96条第2項に基づく府費負担分を大阪府後期高齢者医療広域連合に交付した。

　　　　　　　　予　算　額　　 5,633,255千円

　　　　　　　　決　算　額　　 5,633,255千円

（３）後期高齢者医療財政安定化基金（府負担率１／３）

大阪府後期高齢者医療広域連合の高齢者医療財政の安定化を図るため、高齢者の医療の確保に関する法律第116条第5項に基づき設置した高齢者医療財政安定化基金に対し、府負担分を負担した。

　　　　　　　　予　算　額　 　　　1,857千円

　　　　　　　　決　算　額　　 　　　260千円

（４）後期高齢者医療保険基盤安定負担金（府負担率３／４）

大阪府後期高齢者医療広域連合が行う低所得者の保険料軽減に対し、高齢者の医療の確保に関す

る法律第99条第3項に基づき、府費負担分を市町村に交付した。

　　　　　　　　予　算　額      15,203,626千円

　　　　　　　　決　算　額　　  15,203,626千円

福祉医療グループ

1 医療費助成事業の補助等

（1） 老人医療費助成事業の補助　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	　予算額
	㉖　　7,004,836
	㉗　　7,392,449
	㉘　　7,438,611

	決算額

（特定財源）
	6,717,164

（　　　　0）
	7,121,543

（　　　　0）
	7,233,423

（　　　　0）


　

ア　制度の概要

　市町村が実施する老人医療費助成事業について補助した。


所　得　制

	　限


	65歳以上で右に該当する者

	①身体障がい者及び知的障がい者医療費助成事業対象者

	障がい基礎年金（国民年金法）の全部支給停止の所得制限を準用


		②ひとり親家庭医療費助成事業対象者（18歳に到達した年度末までの子のひとり親等）

	児童扶養手当の所得制限を準用


		③特定疾患治療研究事業実施要綱（H27年1月改正前）に規定する疾患（一部を除く）を有する者

	扶養親族の数：

０人　　⇒所得額224万円

１人　　⇒259万円

２人以上⇒１人増すごとに29万円加算

（老人扶養親族があるときは、その額に当該老人扶養親族１人につき６万円加算）


		④感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律に基づく結核に係る医療を受けている者

	
		⑤障害者総合支援法施行令第1条第3号に基づく精神通院医療を受けている者

	

	
	

	補助率
	· 医療費補助金　　　　　　　　　　　　　　　1/2

· 事務費補助金　　　　　　審査支払事務費    1/2

　　　　　　　　　　　　　 その他事務費      1/2


　○根拠法令等　　　　・大阪府市町村老人医療費助成事業費補助金交付要綱

イ　事業実績

	
	補助基本額
	交付額
	補助事業者

	医療費補助金
	13,347,619,650円
	6,673,805,582円
	府内43市町村

	事務費補助金
	381,685,817円
	190,842,899円
	

	　　　計
	13,729,305,467円
	6,864,648,481円
	


　　　　　　　　　　
	補助対象者数
	129,461人


ウ その他の補助

（ア）医療関係団体に対する補助金の交付

本事業を円滑に実施するため医療関係団体に対し、次のとおり補助金を交付した。

	医療関係団体
	交付額

	大阪府視覚障害者福祉協会
	62,120円

	計
	62,120円


○根拠法令等       ・療養費請求書印刷費補助金交付要綱

（イ）国民健康保険に対する補助金の交付

本事業の実施に当たって市町村国民健康保険の財源を援助するため、次のとおり補助金を交付した。

	補助基本額
	交付額
	補助事業者

	737,425,711円
	368,712,846円
	府内43市町村

（補助率１／２）


○根拠法令等   ・大阪府老人等医療費助成事業の実施に伴う国民健康保険事業費補助金交付要綱

（２）身体障がい者及び知的障がい者医療費助成事業の補助

（単位：千円）
	予算額
	㉖
	5,832,025
	㉗
	5,685,360
	㉘　  5,537,822

	決算額

(特定財源)
	5,631,486

   （   　   0）
	5,407,207

（   　   0）
	5,334,650

（        0）


ア 制度の概要

市町村が実施する身体障がい者及び知的障がい者医療費助成事業について補助した。

	補助する対象者の

範囲等
	以下に掲げる者の入通院に係る医療費及び事務費

・1～2級の身体障がい者手帳所持者

・重度の知的障がい者

・中度の知的障がい者で身体障がい者手帳所持者

ただし、障がい基礎年金(国民年金法)の全部支給停止の所得制限を準用

	補助率
	・医療費補助金

・事務費補助金


	審査支払事務費

その他事務費
	1/2

1/2

1/2


○根拠法令等    ・大阪府市町村身体障がい者及び知的障がい者医療費助成事業費補助金交付要綱

イ 事業実績

	
	補助基本額
	交付額
	補助対象者

	医療費補助金
	9,702,506,665
	円
	4,851,245,882
	円
	府内43市町村

	事務費補助金
	165,867,204
	円
	82,933,592
	円
	

	計
	9,868,373,869
	円
	4,934,179,474
	円
	


	補助対象者数
	         60,906人


ウ その他の補助

（ア）医療関係団体に対する補助金の交付

本事業を円滑に実施するため医療関係団体に対し、次のとおり補助金を交付した。

	医療関係団体
	交付額

	大阪府視覚障害者福祉協会
	6,000円

	計
	6,000円


○根拠法令等      ・療養費請求書印刷費補助金交付要綱

（イ）国民健康保険に対する補助金の交付

本事業の実施に当たって市町村国民健康保険の財源を援助するため、次のとおり補助金を交付した。

	補助基本額
	交付額
	補助事業者

	803,551,952円
	400,465,022円
	府内43市町村

（補助率1/2）


○根拠法令等  ・大阪府老人等医療費助成事業の実施に伴う国民健康保険事業費補助金交付要綱

（３）ひとり親家庭医療費助成事業の補助

（単位：千円）
	予算額
	㉖
	3,311,452
	㉗
	3,362,484
	㉘　　 3,426,823

	決算額

（特定財源）
	      3,216,281

（   　    0）
	      3,281,956

（         0）
	  　　 3,314,145

（         0）


ア 制度の概要

市町村が実施するひとり親家庭医療費助成事業について補助した。

	補助する対象者の

範囲等
	以下に掲げる者の入通院に係る医療費及び事務費

・ひとり親家庭の18歳に到達した年度の末日までの子とその子を監護する父又は母

・ひとり親家庭の18歳に到達した年度の末日までの子とその子を養育する養育者

ただし、児童扶養手当の一部支給の所得制限を準用

	補助率
	・医療費補助金

・事務費補助金


	審査支払事務費

その他事務費
	1/2

1/2

1/2


○根拠法令等         ・大阪府市町村ひとり親家庭医療費助成事業費補助金交付要綱

イ 事業実績

	
	補助基本額
	交付額
	補助事業者

	医療費補助金
	 5,951,023,789       
	円
	2,975,511,883
	円
	府内43市町村

	事務費補助金
	247,042,779
	円
	123,073,651
	円
	

	計
	6,198,066,568
	円
	3,098,585,534
	円
	


	補助対象者数
	　192,309人


ウ その他の補助

（ア）医療関係団体に対する補助金の交付

本事業を円滑に実施するため医療関係団体に対し、次のとおり補助金を交付した。

	医療関係団体
	交付額

	大阪府視覚障害者福祉協会
	1,000円

	計
	1,000円


○根拠法令等       ・療養費請求書印刷費補助金交付要綱

（イ）国民健康保険に対する補助金の交付

本事業の実施に当たって市町村国民健康保険の財源を援助するため、次のとおり補助金を交付した。

	補助基本額
	交付額
	補助事業者

	432,172,087
	円
	215,558,575
	円
	府内43市町村

（補助率１／２）


○根拠法令等   ・大阪府老人等医療費助成事業の実施に伴う国民健康保険事業費補助金交付要綱

（４）乳幼児医療費助成事業の補助

（単位：千円）
	予算額
	㉖
	3,763,126  
	㉗
	3,573,731 
	㉘　　3,365,863

	決算額

（特定財源）
	3,673,107 （        0）
	3,458,086

   （        0）
	　　　3,266,826

    （        0）


ア 制度の概要

市町村が実施する乳幼児医療費助成事業について補助した。

	補助する対象者の

範囲等
	以下に掲げる者の入通院に係る医療費及び事務費（平成27年3月診療分までの入院時食事療養費経過措置分含む）

・就学前児童
所得制限あり

扶養親族の数：０人→２４３万円

１人→２８１万円

２人→３１９万円

３人→３５７万円

４人→１人増えるごとに３８万円加算

（老人扶養親族があるときは、その額に当該

老人扶養親族１人につき６万円加算）



	補助率
	・医療費補助金

・事務費補助金


	審査支払事務費

その他事務費
	1/2

1/2

1/2


○根拠法令等     ・大阪府市町村乳幼児医療費助成事業費補助金交付要綱

イ 事業実績

	
	補助基本額
	交付額
	補助事業者

	入院医療費補助金
（入院時食事療養費経過措置分含む）
	1,556,640,459
	円
	778,320,220
	円

	府内43市町村

	通院医療費補助金
	4,505,424,050
	円
	2,252,712,013
	円
	

	事務費補助金
	471,587,802
	円
	235,793,859
	円
	

	計
	6,533,652,311
	円
	3,266,826,092
	円
	


	補助対象者数
	222,614人


（５）その他の補助

（ア）医療関係団体に対する補助金の交付

市町村が実施する福祉医療費助成制度の円滑な運営を図るため医療関係団体に対し、次のとおり補助金を交付した。

	医療関係団体
	交付額

	大阪府医師会
	8,362,000円

	大阪府歯科医師会
	6,970,000円

	大阪府薬剤師会
	6,273,000円

	大阪府柔道整復師会
	4,530,000円

	計
	26,135,000円


○根拠法令等    ・福祉医療費助成制度円滑運営費補助金交付要綱
